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ドイツ商法の改正と監査報告書制度
-KonTraG(l998)を中心として一
加藤恭彦
I はじめに
ドイツにおける監査制度の立法制定史を見ると， 1861年の一般ドイツ商
法において，監査役会の業務執行関する監督権を規制し，また株式会社の
設立について，従来の免許主義から準則主義へと転換することによって会
社の設立を促進した。しかしながら，依然として株式会社の会計に関する
強制監査の規定は設けられていなかったが， 1884年の改正株式法は，会社
設立詐欺続出時代の事件に剌激されて，会社設立経過の精密な統制を行う
べき規定を設けて，通常の場合は，取締役会と監査役会が監査しなければ
ならないが，特別な場合（例えば，取締役員または監査役員が自ら同一の株式
会社の発起人である場合，現物出資の場合など），特別の外部監査人を選任しな
ければならない旨規制した。その後， 1897年に商法が改正されて以降，強
制監査規定は，改正株式法 (1931年）を経て株式法 (1931年）に引き継が
れ， 1965年の株式法において本格的な年度決算書監査制度が完成した1)。そ
の後1967年EC （欧州共同体）の形成により， EC理事会指令，特に第4
号指令 (1978年），第 7号指令 (1983年），第 8号指令 (1984年）を国内化
するために， ドイツでは1985年に「財務諸表指令法」が制定されて，商法
1)拙著『現代ドイツ監査制度論j千倉書房 平成5年， 13~14ページ参照。
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を中心として，株式法，有限会社法，組合法，開示法，経営監査士法，金
融機関法，保険監督法などが改正され，その結果，会社の計算・開示・監
査に関する規制は，従来の株式法から新たに商法の第3編「商業帳簿」（第
238条～第339条）を独立して新設し，その第 1章「すべての商人に対する
規定」，第2章「資本会社（株式会社，株式合資会社及び有限会社）に対す
る補充規定」を設けることになった。特に強制監査については，商法第2
章•第 3 節の第316条～324条において規制されることになった2)。その後，
1993年EU（欧州連合）の発足に伴い，城内の会計・監査制度の調和化の
段階から，資本市場のグローバル化に伴う国際会計・監査基準の新たな進
展により， EUにおける会計・監査基準の国際的調和化へと進行しつつあ
るのが現状である。それに伴い， ドイツにおいては資本市場の国際化，企
業のディスクロージャー制度の拡充，コーポレート・ガバナンスヘの対応
などの視点から，「銀行貸借対照表指令法 (BbRLG)-1990年」による商
法・信用制度法の改正（商法第340a条～第3400条の追加），「資本調達容易
化法 (KapAEG)-1998年」による商法・有限会社法の改正（商法第264条，
第291条の変更，第292a条の追加），及び「企業領域におけるコントロール
及び透明性に関する法律 (KonTraG)-1998年」による株式法，商法，有
限会社法，組合法，開示法，証券取引法，経営監査士法などの改正，がな
された3)。
本稿では，ドイツにおける監査報告書制度について，旧株式法(1965年），
旧商法 (1985年），及ぴKonTraGによって改正された新株式法・新商法
(1998年）における法規制を比較することによって，その果たす役割がど
のように変遷してきたかについて検討することを目的としている。
2)拙著，前掲書， 48-51ページ参照。
3)拙稿「ドイツ監査制度の新動向とコーボレート・ガバナンスの視点」，拙編著『EU
における会計・監査制度の調和化』中央経済社 平成10年， 47-51ページ参照。
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I 監査報告書制度の変遷
1 旧株式法における監査報告書の規制
ドイツの株式法に基づく監査報告書は，決算書監査人(AbschluBprUfer)
によって監査された結果が，取締役会及び監査役会に対して長文形式で提
出される機密の監査報告書(PrUfungsberichtー 第166条）と，それと同時に
株主総会をはじめとする一般の利害関係者に対して短文形式で公表される
監査証明書 (Bestatigungsvermerkー 第167条）との2種類に分けられる丸
監査報告書の記載内容は，第166条によれば，①簿記，年度決算書及び営業
報告書中年度決算書説明部分が法律の規定に遵守しているかどうか，取締
役会が要求された説明及ぴ証明を提供したかどうか，について特に確認す
るとともに，②年度決算書の項目は区分されかつ十分に説明されなければ
ならない。さらに，③企業の存立を危うくするか，又はその存立を著しく
阻害する恐れのある事実，又は取締役会の法律もしくは定款に対する重大
な違反を認識せしめる事実を確認したときは，これについても報告しなけ
ればならない。したがって，その記載内容及びポリュームは被監査会社と
の監査契約，依頼内容，監査人の能力や個人的見解などによって違ってい
るが，完全性・真実性・公平無私・明瞭性の各原則を遵守することが要請
されており，一般的な構成は次のようになっている。①序説（依頼者，依頼
された監査範囲，監査実施方法，その他の前提事項），②会社の法律的・経済的
基礎（前年度に対して変化した事項），③年度決算書に対する総合的評価（イ：
概説ー項目分類，評価原則，特に前年度との差異ー，口：財産状況の表示と判断，
ハ：財務状況の表示と判断，二：収益状況の表示と判断），④年度決算書の個別
項目の説明，⑤営業報告書の適法性，⑥結論及び監査証明書の添付。この
中で特に，③の年度決算書に対する総合的評価において，現況のみならず
4)高柳龍芳著『監査報告書論j千倉書房 昭和42年， 1～ 2ページ参照。
高柳龍芳著『ドイツ監査制度論』関西大学出版部昭和56年，57-58ページ参照。
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あるべき財産・財務状況の表示と判断が比較して説明されており，実質的
な経済状況の表示に対する総合的判断が示されており，④では年度決算書
項目，会計帳簿に対する個別判断が表明されており，その結果，総合判断
と個別判断が表明されることになっている。このような監査報告書におい
て企業の業務執行や会計事項に対する助言的・指導的意見を述べるに至っ
た経緯は， 1889年に組合の経済状況及び業務執行の秩序性を検証するため
に紐合運営の諸制度，財産状況，業務執行等について指導性ないし助言的
機能を目的とする組合監査及ぴ1890年に設立された信託会社が経済恐慌を
契機として年度決算書監査を主要業務とすることによって新たに設立され
た監査会社の生成史の中にそのルーツを求めることができる叫
外部に公表される監査証明書は，第167条によれば，監査の最終結果によ
って特に取り上げて述べるべき異議事項(Einwendungen)がなければ，次
の適法性意見を年度決算書に付記して，これを確認しなければならない。
「簿記，年度決算書及び営業報告書は，私（私達）の義務に基づく監査に
よれば，法律及び定款に適合している。」異議が述べられなければならない
場合には，決算書監査人はこの確認を限定又は拒絶しなければならない。
この監査証明書は，監査報告書にも取り入れられなければならない。これ
によって明らかなように，監査証明書では適法性に関する関する総合意見
が記載されるだけであり，それは極めて簡潔な文言であり， しかも定式化
されたものであるが，株式法には会社の機関，年度決算書に関する計算・
開示などに関する詳細な規定があり，さらに法定できない部分については
正規の簿記の諸原則，経営監査士協会の諸専門意見書及び監査ハンドブッ
ク，経営監査士法，などに監査判断形成を大幅に委譲されており，このこ
とから法令及ぴ定款への適法性意見は適正な年度決算書に対する総合意見
であると見ることができる。
以上のようなドイツの監査報告書制度は，株式法において規制されてい
5)拙著『ドイツ監査論』千倉書房 昭和53年， 42-50ページ参照。
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る監査役会に付託された大幅な職務権限を補完することに貢献する役割を
担っていると解釈することができる。すなわち，監査役会は取締役会の業
務執行監督権，及ぴ会計監査権，取締役員の選・解任権，株主総会招集権，
経営の意思決定権などの職務権限を有しているが，実際には会計監査は決
算書監査人に委ね，取締役会の業務監督に際しても決算書監査人からの諸
報告（特に，監査報告書における年度決算書項目の詳細説明，経済状況の
表示，会社の存立ないし発展を損なう事実，取締役会の法令・定款違反な
ど）に依存するところが多い。このような決算書監査人の職務遂行上の監
査資料収集は，取締役会から提出される完全性陳述書 (Vollstandigkeit-
erklarung)によって支援され，それによって取締役会の説明義務及ぴ立証
書類の提供義務（第165条）の履行内容を明らかにすることができる 6)0
2 旧商法における監査報告書の規制
EC会社法の調整に関する理事会指令の第4号指令（資本会社の年度決算
書ー 1978年），第 7号指令（連結決算書ー1983年）及ぴ第 8号指令（年度・連結決
算書の監査人の資格ー1984年）などを国内法化するために， 1985年に「財務諸
表指令法」 (Bilanzrichtlinien-Gesetz)が制定されて，商法を中心として株
式法，有限会社法など会社法関連の法律が改正された。その結果1986年商
法では．従来株式法で規制されていた会社の計算・開示・監査に関連する
規制についてその第 3編「商業帳簿」（第238条～第339条）を新設して，特に
第2章「資本会社一株式会社，株式合資会社及ぴ有限会社一に対する補充
規定」において会社の規模別に規制することとなり，小規模有限会社及ぴ
小株式会社（上場会社の場合は除外）は監査義務が免除されるとともに，
決算書監査人の選任資格者には，従来の経営監査士及ぴ同監査会社に加え
て新たに中規模有限会社に限って1888年以来存在していた宣誓帳簿監査士
及ぴ帳簿監査会社も追認されて，監査対象会社の拡大とともに特別試験に
6)高柳龍芳著『決算監査士制度』千倉書房 昭和63年． 38-40ペー ジ参照。
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よって税理士，弁護士，宣誓帳簿監査士などに経営監査士となる経路を法
定して，その有資格者を増加することに努めた冗
1986年商法によって，従来の株式法監査と比較して，監査対象会社の拡
大とそれに伴う決算書監査人の増強，決算書監査人の独立性強化，監査報
告書の情報提供機能の拡充，ならぴに国際化に対応するために監査碁準の
整備 (1988年）などが実現された。さらに， EC域内での監査業務の自由
化を促進するために，加盟国内で自由に監査事務所を開設できるようにし，
かつ最低3年間の実務経験を有する大学卒業資格者は経営監査士の受験資
格を有するものとした（「デイプロマ指令」ー1988年）。
監査報告書における法定記載事項（旧商法第321条）は以下のとおりであ
る。①帳簿記録，年度決算書，状況報告書，コンツェルン決算書及びコン
ツェルン状況報告書が法令の規定に適合しているかどうか，かつ法定代理
人が請求された説明及ぴ立証書類を提供したかどうかが特に明らかにされ
なければならない。②年度決算書項目について，その内訳が示され，かつ
十分に説明されなければならない。③前年度に比較して財産，財務及ぴ収
益の状況についての不利な変動及び年度損益に重要な影響を与えた損失が
示され，かつ十分に説明がなされなければならない。④企業の存立を危う
くするか， もしくはその発展を著しく害することがあるか，又は法律もし
くは定款に対する法定代理人の重大な違反を認めさせる事実を確認すると
きには，決算書監査人はこれについても報告しなければならない。この法
定記載事項は，旧株式法と比較して次の点で拡充されている。（イ）年度決
算書のみならずコンツェルン決算書についても同時に記載する。（口）営業
報告書の中で年度決算書説明部分に限定されていたのが，状況報告書に拡
張された（営業経過及び状況を，真実かつ公正な概観が伝達されるように記述す
るとともに，重要な事象で決算日以降に発生した事項，会社の発展の見込，研究
及び開発の領域などにも立ち入らなければならないー第289条。同様の記載はコ
7)拙著，前掲書1),186-191ペー ジ． 155-267ページ参照。
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ンツェルン状況報告書でも取り上げなければならないー第315条）。（ハ）③の不
利な変動の前年度対比及ぴ損失の表示が新たに追加された。このような記
載事項の拡充によって，実務として定着していた監査報告書の記載形式（①
監査結果に対する書面による報告，②確認事項：ィ．帳簿記録，年度決算書，状
況報告書が適法であるかどうか，口．法定代理人が請求された解説及び立証書類
を提供したかどうか，③年度決算書項目について詳細分類して説明を付する，④
詳細説明部分：イ．前年度と比較して財産・財務・収益状況についての不利な変
動，口．年度損益に重要な影響を与えた損失，⑤決算書監査人がその監査実施途
上で発見した事実，イ．企業の存立を危うくする事実，口．その発展を著しく阻
害する恐れのある事実，ハ．法定代理人の法律，定款にたいする重大な違反を認
識させる事実，⑥決算書監査人の署名，）が法定記載事項として承認されるこ
とになった。
監査証明書は，旧商法第322条によれば，異議がなければ次の適法性意見
を表明する。①「帳簿記録及ぴ年度決算書／コンツェルン決算書は，私／
私たちの義務にしたがった監査によれば法律の規定に適合している。年度
決算書／コンツェルン決算書は，正規の簿記の諸原則を遵守し，資本会社／
コンツェルンの財産，財務及ぴ収益の状況につき真実かつ公正な概観を伝
達するものである。状況報告書／コンツェルン状況報告書は，年度決算書／
コンツェルン決算書に符合するものである。」以上の証明部分に続いて，②
次の補足的説明部分が付加される。監査の内容及ぴ上記証明文言の有効範
囲に関して誤った印象を避けるために，追加的所見が必要であると認めら
れるときには，相当な方法でこれを補足しなければならない。認められる
方法で定款が年度決算書又はコンツェルン決算書に関して補充する定めを
含むときには，それと定款との一致が指示されなければならない。
③異議を提出しなければならないような限定事項があるときには，上記①
の文言を限定するか，又は拒絶しなければならない。拒絶は年度決算書又
はコンツェルン決算書に対する付記によって表明されなければならない。
限定又は拒絶にはその理由を挙げなければならない。限定はその有効範囲
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が明白に認められるように記載されなければならない。ただし，追加的所
見と限定事項とは区別されなければならない。
以上に示した監査証明書は，旧株式法の規制と比較して一段とその情報
提供機能が拡大されている。すなわち，適法性意見の内容が拡充されて年
度決算書の正規の簿記の諸原則への準拠性及ぴ財産・財務・収益状況につ
いて真実かつ公正な概観の伝達という EC指令に碁づく総合意見の表明，
さらに補足的説明事項の積極的な導入，状況報告書中の記載事項と年度決
算書との合致性などに及んでいる。このような監査証明書の情報提供機能
は， EC指令の国内化に伴う商法の改正によって年度決算書の情報提供機
能の拡充と相侯って重視されるようになり，年度決算書の体系に組み込ま
れた附属説明書及び状況報告書などによる追加的情報提供が義務付けら
れ，附属説明書は，特別な状況において追加的な情報の開示資料となり（例
えば，貸借対照表及ぴ損益計算書の項目に適用した計上方法及ぴ評価方法の記
載，年度決算書に外国通貨で表示されているか，又は当初外国通貨で表示されて
いた金額に基づく項目が含まれている場合には， ドイツ・マルクヘの換算の基礎
を記載し，計上方法及び評価方法の変更の旨及ぴその理由，棚卸資産に属する同
種の資産について決算日直近の取引所相場又は市場価格との比較による著しい
差異，製造原価に他人資本利子を算入した旨，などー第284条），また状況報告書
は年度決算書と関連する事項が監査範囲とされるが（例えば，会社の市場占
有状況と組織構成，受注状況，生産状況，製造原価と純利益の推移，収益性，流
動性，重要な契約の締結，営業の拡大又は縮小，他会社の編入，重要な訴訟の発
生ないし終結，海外子会社の重要な出来事，工場の災害・事故，未確定事項，試
験研究・開発行為•特許権の種類，期間とその規模ないし金額，部門別業績表示，
などー第289条，第315条），それらの検証可能性には限界があるから，その制
約条件に起因する限定又は拒絶は，その重要性にしたがって誤った情報又
は記載漏れに限られるべきである8)。監査証明書における限定事項の取り
8)拙著，前掲書1),288-301ペー ジ参照。
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扱いについて，旧商法はその及ぽす影響が明らかに認識されるように記載
することを要請しており，限定事項（例えば，法令・定款ないし株主総会決議
などによって規制される年度決算書の項目配列・評価規定への違反に起因する帳
簿記録の秩序性違反，状況報告書の具備条件の欠落ないし説明不備と同報告書提
出の不十分な履行に起因する利益配当・準備金の積立及び取崩に関する規定への
違反など）の重要性如何によって限定意見ないし拒絶へと導くことになる
が，それは必ずしも金額の大きなものとは限らず，法規への違反が内在し
ている項目に係わる個々の項目が計算書類に対してもっている意義と目的
にてらして特に重要であれば，それは重要な限定事項の根拠とされる。監
査証明書の拒絶は，計算書類の最も厳格な拒絶を意味しており，監査証明
書のもつ証明機能が無意味となるような限定事項がある場合に限られてい
る。それは通常，年度決算書の無効と取り消し理由（現行株式法第243条，第
256条）に基づく違反が存在する場合である。その場合には，年度決算書に
対する付記によって説明義務が生じ，かつ適切な方法でその理由について
根拠付けをしなければならない。これによって，外部の利害関係者への情
報提供という観点から，従来の旧株式法では，監査証明書を拒絶するより
も限定意見を表明することが推奨されていたが，この旧商法によって，そ
のような配應は解消されて，専ら年度決算書の適法性と秩序性に対して肯
定的な監査意見表明ができるかどうかという立場から両者の選択をすれば
よいことになった。拒絶の重要な理由となる年度決算書の無効理由は，従
来とくに債権者利益を保護する規定への違反の結果生じていたが（額面価
額以下の株式発行禁止，出資金の株主への還付禁止，資本の減少に際して支払及
ぴ利益配当禁止），株主保護の立場からも無効規定が設けられており，過大評
価は如何なる場合にも無効原因となるが，過小評価は，それによって会社
の財産と収益状況が故意に著しく不当表示されるか又は隠蔽され，それが
年度決算書に多大の影響を及ぽす場合には無効となり，さらに違反によっ
て年度決算書などの会計事項の明瞭性と概観性が著しく侵害される場合，
などが挙げられる。旧商法第322条 2項に見られる補足的説明事項は次のよ
10 (580) 第 43 巻第 4 号
うに 3分類されている。①監査の内容及び監査証明書の情報提供機能に関
する誤った印象を回避するために，追加的所見が必要となる。②会社の定
款との合致性に関する付記事項であるが，それは， もし定款が許容された
方法で年度決算書などに関して補充する規制を含むときに，必要とされる。
③もし会社が，商法上の貸借対照表の作成方法と評価方法を前年度と比較
して変更した場合には，その変更によって生じた差額が附属説明書におい
て説明されているかどうかを記載しなければならない。これらのなかで，
①はいわゆる留保事項と説明的付記事項に相当し，それらは監査人の判断
の幅が容認されている説明事項である。前者は，監査済み年度決算書にお
いて，既にある事実を考慮に入れていたとすれば（例えば，清算貸借対照表
における資本金の変更，過年度決算書の確定），当該事項の影響はさらに事後に
及び，監査済み年度決算書の確定に関して，監査役会の単独決議によるか，
又は株主総会決議によるか，あるいは商業登記簿への登記を必要とする場
合には，監査証明書はそれ相応の留保条件を付けなければならない。後者
の付記事項は，決算書監査に際して発見した事項であり，それは監査人が
ある特定の危険な状況に対して最終的に判断し得るのは，年度決算書の秩
序性に対して何の異義もないことが判明しているが，ある特定問題につい
て一般の利害関係者に注意を喚起したいという場合に使用される。例えば，
債務超過や支払不能（株式法第92条ー会社が支払不能となったときは，取締役会
は遅滞無く支払不能の発生後3週間以内に破産又は和議手続の開始を申し立て
なければならない。もし取締役会がこの規定に違反すれば，監査人は限定しなけ
ればならない。又貸借対照表上の資本の50％又はそれ以上の損失が生じた場合，
評価規定に基づいて会社の損失を如何に確定するか，又その評価額の基礎は何か
について種々の解釈が生じた場合，などがあり得る。もし貸借対照表について真
実な財産評価額に違反して一取締役会が採用しかつ附属説明書に記載している
評価額以外の価額ー債務超過額が表示されていれば，監査人は限定を付し，かつ債
務超過の理由を明示するか，又は年度決算書の無効となる過大評価があれば，拒
絶しなければならない。ただし，会社が一時的に財務上危険な状況にあるにすぎ
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ず，その存続可能性に何らの問題がない場合，あるいは取締役会がこの規定に即
しておれば付記事項として記載すればよい。）の問題についての追加的説明は
これに相当する。留保事項は，証明機能の遂行に付随して必要となる説明
であるが，付記事項は主としで情報提供機能を果たす為に必要な説明事項
である。②と③は監査人の判断の幅が①ほど大幅に容認されておらず，あ
る特定の事項に関連して生じてくるものであり，時には附属説明書への記
載が強制されるような付記事項である（例えば，評価方法又は滅価償却方法の
継続性の変更，外貨建表示における換算基準，特別償却の実施状況と価値引上準
備金—価額回復準備金ーを自己資本項目として設定することが必要な場合）。それ
は， もし必要な記載がなされていなければ，監査証明書のもつ証明機能に
も影響してくるような付記事項である。
最近従来の法定された監査証明書にかわって確認報告書 (Bestatigungs-
bericht)が，任意監査の領域ならびにコンツェルン決算書に対して用いら
れるケースが散見される9）。特に後者のコンツェルン決算書が国際会計基
準に基づいて作成され，国際会計士連盟 (IFAC)の国際監査基準によって
監査されている場合に，この確認報告書が作成されている (1997年度に 9
事例。例えば， BayerAG, Schering AG, Hoechst AG, SGL CARBON 
9)拙著，前掲書1),300-301ペー ジ参照。
監査証明書基準 (1988年第3号） ；G I. 
Bericht Uber die Durchsicht der Bundesanzeiger 1997 verciffentlichten und hinter-
legter Absch!Usse sowie Zusammenstellung der Einschrankungen und Zusatze in 
Bastatigungsvermerken <lurch die WirtschaftsprUferkammer, Beilage zu WPK -
Mitt. HeftZ/1998, S.63-67. 
1997年度における監査証明書の種類は次のとおりである。
・連邦広報に掲載された年度決算書数： 5,545社（個別決算書），1,048社（コンッエルン
決算書）中： （個別決算書） （コンツェルン決算書）
・限定付： 32社 9社
・付記事項付：
．拒絶：
・撤回：
176社
2社
13社
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AG, Dyckhoff AG,VERSEIDAG AG, Merck KGaA, DIS Deutscher 
Industrie Service GmbH, Heiderberger Zement AG)。その構成は次のと
おりである。
I.（イ）監査契約条項，（口）．監査対象（帳簿記録，年度決算書，状況報
告書），（ハ）監査基準の遵守性
I. （イ）補足事項，法律を離脱しても許容される例外，（口）許容される
指示事項
II.法定の監査証明書（商法第322条）
今この確認報告書の事例 (BayerAG, Leverkusen von C & L Deutsche 
Revision AG WPG, Essen)を次に示しておくことにする。
「私たちは， 1996年度に係わるバイエルン株式会社の1996年12月31日付コ
ンツェルン決算書ならぴにコンツエルン資金計算書を監査しました。コン
ツェルン決算書の作成及ぴ内容は同社の取締役会の責任に属しておりま
す。私たちの責任は，私たちが実施した監査の結果コンツエルン決算書が
国際会計基準に準拠性していることに関して意見を述べることでありま
す。私たちは，国際会計士連盟 (IFAC)による国際監査基準に基づいて監
査を実施致しました。このような原則は，コンツェルン決算書には重要な
虚偽記載が含まれていないかどうかについて十分に信頼できる意見を表明
することができるようにコンツェルン決算書の監査を計画しかつ実施する
ことを要請している。コンツェルン決算書監査は，計算書類の作成に係わ
る立証書類及ぴコンツェルン決算書の附属書類について試査に基づく監査
を含んでいます。さらにコンツェルン決算書監査は，適用された計算書類
の作成方法及び評価方法，取締役会のなした重要な評価，ならぴにコンツ
エルン決算書の総合的評価などの監査も包括している。私たちは，私たち
の監査が私たちの監査意見の表明にとって十分に信頼できる基礎を形成し．
ているという見解をもっています。私たちの信念によれば，コンツェルン
決算書及ぴコンツェルン資金計算書は，それらのすべての重要事項に関し
て1996年12月31日におけるコンツェルンの財産及ぴ財務状況ならびに当該
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事業年度における収益状況を適正に表示しており，かつ国際会計基準委員
会 (IASC)の会計基準に準拠しております。コンツェルン決算書は，同じ
くドイツ商法にも準拠しております。したがって，私たちは以下のような
監査証明書を授与致します。以下ドイツ商法第322条に基づく監査証明書の
文言が記載される。」
3 「企業領域におけるコントロールと透明性に関する法律 (KonTraG.,
4.3.1998)」に基づく株式法，商法などの改正と監査報告書の規制
EC会社法指令の国内法化に伴う EU市場の形成が単一通貨（ユーロ）
の発行によって完成まじかを控えて， ドイツでは域内の会社法関連の調和
化と国際的調和化が一段と積極的に進められているが，そのさいの基本的
な視点は，国際的資本市場への対応ならぴに資本会社における株主を中心
とする利害関係者を保護するために経営者を監督する会社機関の権限を強
化するとともに（コーポレート・ガバナンスの視点），情報開示による企業
経営の透明性及ぴ決算書監査人の独立性を確保することにおかれている。
そこで， KonTraGの制定によって株式会社制度を対象として会社の機関
のコントロール能力を強化してコーポレート・ガバナンスの視点から監査
役会，取締役会，株主総会，決算書監査人などの役割を改善しょうとする
ものである。例えば，ストック・オプション制度（新株式法第193条2項4
号）及ぴ自己株式取得制度（新株式法第71条1項 8号）に対して，それぞ
れの重要事項の決定は株主総会の特別決議を要するようにしており，又信
用機関による代理議決権の行使は，信用機関自社の株主総会のみならず自
己資本の 5％以上資本参加している企業及ぴ過半数所有している企業につ
いても，それぞれの株主総会において株主が議事日程の各目的たる事項に
ついて明らかな指図を与えた場合に限り，委任代理権に基づいて議決権を
行使することができるように制約を加えている（新株式法第135条 1項）。
取締役会に対しては，注意義務が強化されている（適切なリスクマネジメン
ト及ぴ内部監査に注意を払う義務一新株式法第91条2項ー，企業のの将来計画に
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ついて監査役会へ報告する義務一新株式法第90条 1項ー）。監査役会について
は，監査役員の兼任会社数の制限（新株式法第100条4項），監査役会の開
催頻度の明定（新株式法第110条 3項），法定監査契約の締結当事者（新株
式法第111条 2項）などにより，その職務の遂行機能が強化された。決算書
監査人については，監査対象及び監査範囲の拡大（状況報告書における企業
の将来の発展に係わるリスクの評価ー新商法第289条1項，上場しているコンツェ
ルンの親会社は資金計算書及びセグメント・リポートを作成しなければならない
ー新商法第297条1項，），一被監査会社への売上高の制限及ぴ監査人の交替義
務（新商法第319条 2 項• 3項），賠償義務の強化（新商法第323条 2項），
監査報告書（新商法第321条）及ぴ監査証明書（新商法第322条）の全面改
定，などが挙げられる 10)。その他，私的会計基準審議会（新商法第342条），
会計基準諮問機関（新商法第324a条）なども新設されている 11)0 
監査報告書（新商法第321条）の規制は次の通りである。
第 1項：①決算書監査人は，監査の種類，範囲及ぴ結果について書面をも
って，ならびに明瞭性の原則を遵守して報告しなければならない。
②報告書において，法定代理人による企業又はコンツェルンの状
況の評価に対して特に見解を表明しなければならに。そのさい，
被監査証拠資料及ぴ（コンツェルン）状況報告書がそのような評
10)拙稿「ドイツ監査制度の変革動向」，『企業会計』 1997年10月号， 4～ 9ペー ジ参照。
拙稿「ドイツ監査制度の改革提案」，「甲南経営研究』第34巻3• 4号合併 (1998年3
月）， 243-261ペー ジ参照。
拙稿「ドイツ商法の改正と内部監査の法制化」，『月刊監査研究」1998年4月号， 7～13
ペー ジ参照。
拙編著，前掲書3),47-68ペー ジ参照。
なお，新商法における監査関連条文は，遅くとも1998年12月31B以降に始まる事業年
度から適用されるが，例外として決算書監査人の人選に係わる特別の利害関係につい
ては（新商法第319条）， 2001年12月31B以降に始まる事業年度から遅くとも 7年経過
後までの間に適用される。
11)千葉修身稿「ドイツ会計基準委員会 (DRSC/GASC)とは何か？ー文献にみるドイ
ツ本国の論評状況」，「ワー キング・ペー パー 」 1998年参照。
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価を可能にする限り，状況報告書を考慮して企業の存立と将来の
発展の評価にも特に立ち入らなければならない。同様のことは，
親会社のコンツェルン決算書の監査に際しても妥当している。③
さらに，監査の実施過程において，被監査会社又はコンツェルン
の存立を危うくするか，又はその発展を著しく害することがある
か，又は法定代理人による法令，定款への重大な違反を認めさせ
る事実を確認するときには，これについても報告書に取り入れな
ければならに。
第2項：①監査報告書の主要部分において，帳簿記録及ぴそれ以外の監査
証拠，年度決算書，状況報告書，コンツェルン決算書及ぴコンツ
ェルン状況報告書は，法律規定及ぴそれを補充する会社定款の規
定に適合しているかどうか，及び法定代理人が要求のあった説明
及ぴ立証証拠を提供したかどうか，について報告しなければなら
に。②さらに，決算書が正規の簿記の諸原則を遵守して総合的に
資本会社の財産，財務及ぴ収益の状況につき真実かつ公正な概観
を伝達しているかどうか，についても報告しなければならない。
③年度決算書及ぴコンツェルン決算書の諸項目は，それによって
財産，財務及ぴ収益の状況についての表示が著しく改善され，又
それらについての表示が附属説明書に含まれていない限り，それ
らの内訳が示され，かつ十分に説明されなければならない。
第3項：①監査報告書の特別な部分において，監査の対象，種類，及ぴ範
囲について説明しなければならない。
第4項：①監査の領域において，本法第317条4項（取締役会の注意義務及び
責任ー上場会社において，企業の存立を危うくする発展，特にリスクを
伴う営業，虚偽記載及ぴ法律違反などの早期発見ー新株式法第93条 1項
ーのために義務付けられている措置を適切な形式で講じたかどうか，及
びそのために整備された監督システムによって取締役会の任務を果た
すことができるかどうか，について評価しなければならない。）に基づ
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く評価を行うに際して，その結果については監査報告書の特別の
部分において表示しなければならない。②その際，内部監督シス
テムを改善するために何らかの措置が必要であるかどうかについ
て立ち入らなければならに。
第5項：①決算書監査人は，この報告書に署名し，かつ法定代理人へ提示
しなければなっらない。②監査役会が監査契約を締結している場
合には，監査報告書は監査役会へ提示しなければならない。その
際，取締役会に対しては，報告書が伝達される以前に意見を述べ
る機会を与えなければならに。
この度の新商法によって，決算書監査人と監査役会とは緊密な関係がも
たれるようになり，外部監査人と会社の監督機関とが一体となって取締役
会をチェックする体制が整った。監査役会が法定監査契約の当事者となり，
又監査役会の決算書委員会へ決算書監査人が出席することを義務付けら
れ，監査報告書をすべての監査役員へ提示することが義務付けられること
になった，などによって監査の専門職業家が監査役会の監督機能に対して
側面から支援する機構が法律上も明定されることになった。このような観
点から，監査報告書は監査役員が理解しやすいように，さらに取締役会の
職務の遂行状態が明らかになるように明瞭かつ情報内容が豊かな構成とな
っている。従来議論されてきた経済状況の表示についても，取締役会が状
況報告書において表示することが義務付けられていることから 12)，監査人
としては取締役会の企業の存立や将来の発展に対する評価について監査上
の判断をすることになる。又取締役会の組織及ぴ帳簿記録に対する注意義
務が明定されることになったことから，帳簿上の不正や虚偽記載，あるい
は会社の存立を危うくする事実や将来の発展を害するリスクなどを早期に
発見するために，適切な措置，特に内部監督システムーリスクマネジメン
12) R. Ludewig, Gedanken zur Berichterstattung des AbschluBfjprtlfers nach der 
Neufassung des § 321 HGB,Die Wirtschaftsprtlfung, Nr.14, 1998, S.595-600. 
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ト及ぴ内部監査ーを整備する義務が法定されることになった。したがって，
このような取締役会の注意義務についても監査報告書で取り上げなければ
ならないこととなった。
監査証明書（新商法第322条）の規制は次のおりである。
第1項：①決算書監査人は，監査の結果を年度決算書及びコンツェルン決
算書に対する確認の付記によって総括しなければならない。②監
査証明書は，監査の対象，種類及び範囲についての記載とならん
で監査の結果についての評価を含むものでなければならない。③
決算書監査人によって唱えるべき異議がなければ，その監査証明
書において，本法第317条（監査の対象と範囲）に従って実施され
た監査によって異議を導くに至らなかったこと及ぴ会社の法定代
理人によって作成された年度決算書及びコンツェルン決算書は，
決算書監査人が監査によって得られた知識に基づいて評価した結
果，正規の簿記の諸原則を遵守し企業又はコンツェルンの財産，
財務及ぴ収益の状況につき真実かつ公正な概観を伝達しているこ
と，を説明しなければならない。
第2項：①監査結果についての評価は，法定代理人が決算書に対して責任
を有しているという状況を考慮して，一般的に理解しやすく，か
つ問題指向的でなければならない。②業の存立を危うくするリス
クについては，区別して取り入れなければならない。
第3項：①監査証明書において又，状況報告書及ぴコンツェルン状況報告
書は，決算書監査人の評価に基づいて企業又はコンツェルンの状
況について適正な概観を伝達しているかどうか，を取り入れなけ
ればならない。②その際，将来の発展に係わるリスクが適正に表
示されているかどうかについても取り入れなければならない。
第4項：①異議を唱えるべきときには，決算書監査人はその説明文を本条
1項3文に基づいて限定するか，又は拒絶しなければならない。
②拒絶は， もはや監査証明書とは言えない証明書 (Vermerk)の
18 (588) 第 43巻第 4 号
形式をとらなければならい。③意見の限定及び拒絶は，根拠付け
られなければならない。④限定事項はその有効範囲が分かるよう
に表示しなければならない。
第5項：①決算書監査人は，場所及ぴH付を記載の上監査証明書又は拒絶
に関する証明書に署名しなければならない。監査証明書又は拒絶
に関する証明書は，監査報告書にも収められなければならない。
監査証明書は，年度決算書又はコンツェルン決算書の末尾に添付されて
外部に公表されるものであるから，従来その記載文言は定型化されていた
が，この度の新商法では適法性の意見の記載はなく，真実かつ公正な概観
の伝達の趣旨を述べればよいことになっている。又二重責任の原則を明記
して，年度決算書などの作成責任（法定代理人）と監査結果についての評
価（監査人）を区別して記載している。さらに利害関係者との期待ギャッ
プを解消するために13)，監査の実施状況について説明するとともに，企業の
存立ないし将来の発展を著しく害するリスクについて被監査会社が適正に
表示しているかどうなについても記載することにしている。
m むすぴにかえて
本稿において， ドイツに固有な監査報告書制度について，その歴史的変
遷をたどりながら取り上げてきた。旧株式法 (1965年），旧商法 (1986年）
及び新商法 (1998年）における監査報告書及び監査証明書に対する法規制
を検討することによって，それぞれの役割分担については不変であること
は明らかである。いいかえれば，取締役会及ぴ監査役会に提出されるいわ
ゆる機密の監査報告書は，企業の業務執行及び会計事項に対する助言的・
~3) H-J.B15cking, C.Orth,Kann das "Gesetz zur Kontrolle und Transparenz im 
Unternehmensbereich (KonTraG)" einen Beitrag zur Verringerung der Envartun-
gsliicke leisten? -Eine Wiirdigung auf Basis von Rechnungslegung und Kapital-
markt, Die Wirtschaftspriifung, Nr.8,1998, S.351-364. 
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指導的意見を記載することによって，特に監督機関である監査役会の取締
役会に対する監査の重要な資料として機能しており，これによってドイツ
の二元的な会社の機構が維持されているものと考えられる。それに対して，
年度決算書に添付されて外部の利害関係者に公示される監査証明書は，法
定された記載文言によって簡潔な形式をとっている。したがって，その情
報提供機能の点からすれば，証明機能に重点がおかれていることから，最
近外部の利害関係者との期待ギャップが問題として提起されることになっ
た。しかしながら，既にみたようにドイツでも EU域内における会社法な
どの調和化と資本市場のグローバル化に伴う会計・監査制度の国際化に迫
られている。その結果， ドイツ固有の会社の二元機構制は維持しつつ，そ
の果たす役割においてはコーポレート・カバナンスの国際的動向に対応す
るために，国際的資本市場で資金の調達が容易にできるように自国の会計
規制，特にコンツェルン決算書について国際会計・監査基準を受け入れる
とともに，株主の利益を保護するために株主総会はじめ経営者を監督する
会社の機関の権限を強化し，さらに情報開示による経営の透明性及ぴ決算
書監査人の独立性を確保するために，従来の株式法，商法などの会社関連
法を大幅に改正することになった。その結果， ドイツの監査実務の慣行と
なっていた経済状況の表示などによって代表される企業の存立ないしその
将来の発展を害するリスクなどについての監査は，この度の新商法によっ
て明定されるところとなり，従来この監査領域がともすれば機密の監査報
告書においてのみ取り上げられていたものが，外部の利害関係者に対して
も積極的に監査証明書を通して伝達されるようになることが期待されてい
る。
